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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】三次元立体造形法における、付加製造において造形後に効率よく除去可能な形状
支持用サポート材用活性エネルギー線硬化性樹脂組成物の提供。
【解決手段】式（１）で表される（Ａ）（メタ）アクリレート１０．０～６０．０質量％
、カチオン性単量体（Ｂ）１．０～２０．０質量％、多官能性不飽和化合物（Ｃ）０．５
～１０．０質量％、非反応性希釈剤（Ｄ）３０．０～８０．０質量％を含有する活性エネ
ルギー線硬化性樹脂組成物及び該樹脂組成物を用いた形状支持用サポート材。特に（Ａ）
メタアクリレートが式（２）で表されることが好ましい単量体である形状支持用サポート
材。ＣＨ２＝ＣＲ１－ＣＯ－（Ｏ－ＣｋＨ２ｋ）ｍ－ＯＲ２・・・・（１）ＣＨ２＝ＣＨ
－ＣＯ－（Ｏ－Ｃ２Ｈ４）ｎ－ＯＲ３・・・・（２）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
付加製造における形状支持用サポート材に用いられる活性エネルギー線硬化性樹脂組成物
であって、下記一般式（１）で示される単量体（Ａ）が１０．０～６０．０質量％、カチ
オン性単量体（Ｂ）が１．０～２０．０質量％、多官能性不飽和化合物（Ｃ）が０．５～
１０．０質量％、非反応性希釈剤（Ｄ）が３０．０～８０．０質量％を含有することを特
徴とする活性エネルギー線硬化性樹脂組成物。

　ＣＨ２＝ＣＲ１-ＣＯ-（Ｏ-ＣｋＨ２ｋ）ｍ-ＯＲ2　　　　一般式(１) 

（式中、ｋ＝２～３、ｍ＝１～１００、Ｒ１は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ２は水素
原子又は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフェニル基を表す。）
【請求項２】
単量体（Ａ）が下記一般式（２）で示される化合物であることを特徴とする請求項１に記
載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物。

　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯ－（Ｏ－Ｃ２Ｈ４）ｎ－ＯＲ3　　　　一般式(２) 
 
（式中、ｎ＝１～１００、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフ
ェニル基を表す。）
【請求項３】
カチオン性単量体（Ｂ）が下記一般式（３）で示される化合物であることを特徴とする請
求項１又は請求項２に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物。

　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯ－Ｙ－Ｒ４－Ｎ＋（ＣＨ３）３ Ｘ－　　　　一般式(３)
　
（式中、Ｙは酸素原子またはＮＨを表し、Ｒ４はエチレン基又はプロピレン基を表し、Ｘ
-は　メチルスルホネート又はｐ－トルエンスルホネートを表す。）
【請求項４】
多官能性不飽和化合物（Ｃ）がエチレン性不飽和基を２個以上有する化合物であることを
特徴とする請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成
物。
【請求項５】
非反応性希釈剤（Ｄ）がエチレングリコール構造を含む化合物であることを特徴とする請
求項１～請求項４のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物。
【請求項６】
インクジェット方式による三次元光造型法に用いられる請求項１～５のいずれか一項に記
載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を含有する光硬化性インク。
【請求項７】
請求項６に記載の光硬化性インクを活性エネルギー線により硬化して得られることを特徴
とする形状支持用サポート材。
【請求項８】
請求項７に記載のサポート材を用いて造型することを特徴とする立体造形物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、付加製造で使われる形状支持用のサポート材、特に活性エネルギー線硬化性
液状樹脂から形成されるサポート材および、サポート材を形成するために用いられる活性
エネルギー線硬化性樹脂組成物に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　付加製造技術とは三次元の形状データをもとに、熱可塑性樹脂、光硬化性樹脂、粉末樹
脂、粉末金属などを溶融押出やインクジェット、レーザー光や電子ビームなどを用いて融
着、硬化させることなどで、薄膜状に積み重ねて目的の立体造形物を得る技術である。形
状データから直接造形物が得られ、中空やメッシュ状などの複雑な形状を一体成型できる
ため、小ロットもしくはオーダーメイドで製造する必要があるテストモデルの作成などを
はじめ、自動車産業、航空機産業、医療用分野、産業用ロボット、家電、建築、食品等の
幅広い分野に利用が広がっている。
【０００３】
　立体造形物を得るには一般的に３Ｄプリンターと呼ばれる付加製造装置が使用されてい
る。具体的には、アクリル系光硬化樹脂を使用したインクジェット紫外線硬化方式の３Ｄ
プリンター、例えばストラタシス社製Ｏｂｊｅｔ、キーエンス社製ＡＧＬＩＳＴＡなどや
、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニル
サルフォン樹脂、ポリエーテルイミド樹脂などを使用した熱溶解積層法方式の３Ｄプリン
ター、例えばストラタシス社製ＦＯＲＴＵＳ、Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎ、ｕＰｒｉｎｔなどや
、粉末造形方式の３Ｄプリンター、例えば３Ｄシステムス社製ＳＬＳなどや、光造形方式
の３Ｄプリンター、例えば３Ｄシステムス社製ＳＬＡ、ＤＷＳ社製ＤｉｇｉｔａｌＷａｘ
などが知られている。
【０００４】
　付加製造技術では複雑な形状の立体造形物を形成できるが、中空構造などを製造するた
めには、立体造形物の底部に一時的に造型中の樹脂を支持し、立体造形物が自重により変
形することを防止するために形状支持用の構造体が必要になる。粉末原料を結着或いは融
着させていく粉末造形方式の３Ｄプリンターの場合には、未結着、未融着の粉末が支持体
として作用し構造物を支え、製造後には余分な粉末を払い落とすことで立体造形物を得る
ことが出来る。一方、光硬化性樹脂をレーザー光などで段階的に硬化していく光造形方式
や熱可塑性樹脂を積層する溶融押出方式、光硬化性樹脂を用いたインクジェット方式によ
る付加製造を行う場合、立体造形物と支持体となるサポート材をそれぞれ形成していく必
要があるため、立体造形物の形成後にサポート材を除去する工程を設けなければならない
。
【０００５】
　しかし光造形方式や溶融押出方式、インクジェット方式による付加製造を行う場合、サ
ポート材の除去は決して簡単な作業ではない。サポート材は、目的とする立体造形物と同
一または異なる樹脂が使用されるが、同一樹脂の場合は造形物と連続した構造になってお
り、また異なる樹脂を使用した場合でも造形物と融着、接着もしくは粘着している。その
ため、造形物からサポート材を剥離する作業において、通常ヘラやブラシなどを用いて手
作業で剥離したり、ウォータージェットで吹き飛ばしたりなどの手段が用いられるが、立
体造形物が破損する恐れがあって、丁寧な作業が必要となるため、大きな負担となってい
た。
【０００６】
　そこでサポート材として、立体造形物を形成するモデル材と異なる樹脂を使用できる場
合、水や有機溶剤に溶解可能な材料、熱可塑性樹脂、水膨潤ゲル等を使用し、サポート材
の性質に応じて加熱、溶解、化学反応、水圧洗浄などの動力洗浄や電磁波照射、熱膨張差
などを利用した分離方法が提案されている（特許文献１、２）。具体的にはモデル材との
剥離が行いやすい樹脂を用いたり（特許文献３、４）、サポート材にワックスを用いるこ
とで熱による溶融除去を行ったり（特許文献５、６）、アルカリや水、有機溶剤に溶解、
分散させるなどの手段（特許文献７、８、９、１０、１１）によりサポート材除去の簡略
化が提案されている。
【０００７】
　しかしモデル材から剥離されやすいサポート材を使用しても、細部に詰まったサポート
材の除去を効率的に行うことは極めて困難である。また、ワックスなどの熱による溶融除
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去の方法を用いる場合、溶融除去した後に立体造形物の表面に油状の残渣が付着するため
、ふき取りなどの立体造形物に対する仕上げ作業が必要となり、さらに加熱によるワック
スがモデル材に浸透しやすくなり、立体造形物の表面状態を悪化させる問題があった。
【０００８】
　また、サポート材をアルカリ、水や有機溶剤に溶解、分散させる場合のおいても、溶解
、分散したサポート材が洗浄液から分離されてないため、洗浄槽に浸漬されている立体造
形物に付着しやすくなり、立体造形物の表面汚染を招き、結局表面ふき取りなどの立体造
形物に対する仕上げ作業が必要となっていた。
【０００９】
　一方、樹脂を水や有機溶剤などの洗浄液で膨潤して基材から除去する手法は、剥離した
樹脂が溶剤と二相分離するため基材の表面が汚染され難く、また微細構造からの剥離が容
易であるため、半導体製造におけるフォトレジストの除去に用いられる手段としてよく知
られている（特許文献１２）。しかし、フォトレジスト材料の剥離は通常、膨潤後に超音
波振動や洗浄液の流れなどの外力を加える必要があるため、特殊かつ大型洗浄装置の設置
や剥離工程の追加など、コストの増加と共に生産効率の低下を招く欠点があった。
【００１０】
　この様に、手作業による除去と仕上げ工程も不要、特殊な大型洗浄装置も不要となる、
洗浄液により膨潤し、立体造形物から自然に剥離可能なサポート材の開発が望まれていた
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００５－０３５２９９号公報
【特許文献２】特開２０１２－０９６４２８号公報
【特許文献３】米国特許第５，５０３，７８５号公報
【特許文献４】ＷＯ２００１－０６８３７５号公報
【特許文献５】特開２００４－２５５８３９号公報
【特許文献６】特開２００５－０８１５６３号公報
【特許文献７】特表２００８－５０７６１９号公報
【特許文献８】特表２０１１－００５６５８号公報
【特許文献９】特開２０１０－１５５８８９号公報
【特許文献１０】特開２０１２－１１１２２６号公報
【特許文献１１】特開２０１４－０８３７４４号公報
【特許文献１２】特開２００９－１７０６２４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、サポート材に支持された粗造形物を洗浄液に浸漬することで、サポート材を
効率よく除去でき、かつ仕上げ工程を不要としたサポート材およびサポート材を形成する
ために用いられる活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、前記課題を解決するために鋭意研究を重ねた結果、サポート材として下
記一般式（１）で示される単量体、カチオン性単量体、多官能性不飽和化合物および非反
応性希釈剤からなることを特徴とする活性エネルギー線硬化性樹脂組成物の硬化物を用い
ることで前記の目標を達成しえることを見出し、本発明に至ったものである。

　ＣＨ２＝ＣＲ１-ＣＯ-（Ｏ-ＣｋＨ２ｋ）ｍ-ＯＲ2　　　　一般式(１) 

（式中、ｋ＝２～３、ｍ＝１～１００、Ｒ１は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ２は水素
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原子又は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフェニル基を表す。）
【００１４】
　すなわち、本発明は
（１）付加製造における形状支持用サポート材に用いられる活性エネルギー線硬化性樹脂
組成物であって、単量体（Ａ）が１０．０～６０．０質量％、カチオン性単量体（Ｂ）が
１．０～２０．０質量％、多官能性不飽和化合物（Ｃ）が０．５～１０．０質量％、非反
応性希釈剤（Ｄ）が３０．０～８０．０質量％を含有することを特徴とする活性エネルギ
ー線硬化性樹脂組成物、

　ＣＨ２＝ＣＲ１-ＣＯ-（Ｏ-ＣｋＨ２ｋ）ｍ-ＯＲ2　　　　一般式(１) 
　
（式中、ｋ＝２～３、ｍ＝１～１００、Ｒ１は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ２は水素
原子又は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフェニル基を表す。）
（２）単量体（Ａ）が下記一般式（２）で示される化合物であることを特徴とする前記（
１）に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物、

　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯ－（Ｏ－Ｃ２Ｈ４）ｎ－ＯＲ3　　　　一般式(２) 

（式中、ｎ＝１～１００、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフ
ェニル基を表す。）
（３）カチオン性単量体（Ｂ）が下記一般式（３）で示される化合物であることを特徴と
する前記（１）又は（２）に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物、

　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯ－Ｙ－Ｒ４－Ｎ＋（ＣＨ３）３ Ｘ－　　　　一般式(３)
　
（式中、Ｙは酸素原子またはＮＨを表し、Ｒ４はエチレン基又はプロピレン基を表し、Ｘ
-はメチルスルホネート又はｐ－トルエンスルホネートを表す。）
（４）多官能性不飽和化合物（Ｃ）がエチレン性不飽和基を２個以上有する化合物である
ことを特徴とする前記（１）～（３）のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化性樹
脂組成物、
（５）非反応性希釈剤（Ｄ）がエチレングリコール構造を含む化合物であることを特徴と
する前記（１）～（４）のいずれか一項に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物、
（６）インクジェット方式による三次元光造型法に用いられる前記（１）～（５）のいず
れか一項に記載の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を含有する光硬化性インク、
（７）前記（６）に記載の光硬化性インクを活性エネルギー線により硬化して得られるこ
とを特徴とする形状支持用サポート材、
（８）前記（７）に記載のサポート材を用いて造型することを特徴とする立体造形物
を提供するものである。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、下記一般式（１）で示される単量体（Ａ）、カチオン性単量体（Ｂ）
、多官能性不飽和化合物（Ｃ）および非反応性希釈剤（Ｄ）からなる活性エネルギー線硬
化性樹脂組成物（Ｈ）が付加製造により成形されると同時に或いは成形される直後に活性
エネルギー線照射により硬化され、サポート材及びサポート材に支持された粗造形物を得
る。得られる粗造形物を洗浄液に浸漬することで、サポート材が洗浄液により膨潤し、モ
デル材とサポート材の膨張収縮の差による内部応力が生じ、サポート材が立体造形物より
容易に剥離することが出来る。さらに、膨潤したサポート材は洗浄液とは二相分離するた
め、溶解したサポート材等による造形物の表面汚染が無く、油脂分等の洗浄工程やふき取
りの仕上げ工程が不要であり、作業性や生産性の向上につながる効果がある。またサポー
ト材が洗浄液とデカンテーションやろ過により分離、回収が容易となり、環境負荷を減ら
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す効果も期待できる。

　ＣＨ２＝ＣＲ１-ＣＯ-（Ｏ-ＣｋＨ２ｋ）ｍ-ＯＲ2　　　　一般式(１) 
　 
（式中、ｋ＝２～３、ｍ＝１～１００、Ｒ１は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ２は水素
原子又は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフェニル基を表す。）
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、本発明を詳細に説明する。
　本発明に用いられる単量体（Ａ）は、下記一般式（１）で示される化合物（式中、ｋ＝
２～３、ｍ＝１～１００、Ｒ１は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ２は水素原子又は炭素
数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフェニル基を表す。）であり、具体的に
は、エチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールモノ（メタ）
アクリレート、ジエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコー
ルモノ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、トリ
プロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）
アクリレート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート等のポリアルキレン
グリコールモノ（メタ）アクリレート類があり、また上記ポリアルキレングリコールモノ
（メタ）アクリレート類に炭素数１～１８のアルキル基を導入したアルコシキエチレング
リコール（メタ）アクリレート、アルコシキプロピレングリコール（メタ）アクリレート
、アルコシキジエチレングリコール（メタ）アクリレート、アルコシキジプロピレングリ
コール（メタ）アクリレート、アルコシキトリエチレングリコール（メタ）アクリレート
、アルコシキトリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、アルコシキポリエチレン
グリコール（メタ）アクリレート、アルコシキポリプロピレングリコール（メタ）アクリ
レート等のアルコシキポリアルキレングリコール（メタ）アクリレート類があり、上記ポ
リアルキレングリコールモノ（メタ）アクリレート類にフェニル基を導入したフェノキシ
エチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシプロピレングリコール（メタ）ア
クリレート、フェノキシジエチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシジプロ
ピレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシトリエチレングリコール（メタ）ア
クリレート、フェノキシトリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポ
リエチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポリプロピレングリコール（メ
タ）アクリレート等のフェノキシポリアルキレングリコール（メタ）アクリレート類があ
り、さらに上記ポリアルキレングリコールモノ（メタ）アクリレート類に炭素数１～１８
のアルキルフェニル基を導入した、アルキルフェノキシエチレングリコール（メタ）アク
リレート、アルキルフェノキシプロピレングリコール（メタ）アクリレート、アルキルフ
ェノキシジエチレングリコール（メタ）アクリレート、アルキルフェノキシジプロピレン
グリコール（メタ）アクリレート、アルキルフェノキシトリエチレングリコール（メタ）
アクリレート、アルキルフェノキシトリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、ア
ルキルフェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、アルキルフェノキシポ
リプロピレングリコール（メタ）アクリレート等のアルキルフェノキシポリアルキレング
リコール（メタ）アクリレート類等が挙げられる。これらの単量体（Ａ）は１種類単独で
使用してもよいし、また２種類以上併用してもよい。

　ＣＨ２＝ＣＲ１-ＣＯ-（Ｏ-ＣｋＨ２ｋ）ｍ-ＯＲ2　　　　一般式(１) 
【００１７】
　本発明に用いられる単量体（Ａ）としては、下記一般式（２）で示される化合物（式中
、ｎ＝１～１００、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基、フェニル基、アルキルフェニル
基を表す。）であるアルコキシポリエチレングリコールアクリレート類、フェノキシポリ
エチレングリコールアクリレート類、アルキルフェノキシポリエチレングリコールアクリ
レート類が挙げられる。これらの化合物は、低粘度であり取り扱いやすく、また硬化性が
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高いため好ましい。さらに、Ｒ３がメチル基であり、ｎが1～１０であるメトキシポリエ
チレングリコールアクリレート類がより粘度が低く取り扱い易いので特に好ましい。
　
　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯ－（Ｏ－Ｃ２Ｈ４）ｎ－ＯＲ3　　　　一般式(２) 
　
【００１８】
　単量体（Ａ）の含有量は、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）全体に対して１０
．０～６０．０質量％であることが好ましい。１０．０質量％以上である場合には、硬化
後に得られるサポート材から非反応性希釈剤（Ｄ）のブリードアウトが抑制でき、また膨
潤率が大きくなるため好ましい。また、６０．０質量％以下である場合には、硬化後に得
られるサポート材の洗浄による除去時間を短縮することができるため好ましく、２０．０
～５０．０質量％であることがより好ましい。
【００１９】
　本発明に用いられるカチオン性単量体（Ｂ）はエチレン性不飽和基を有するカチオンと
無機酸又は有機酸アニオンからなるイオン性の化合物であり、具体的には、カチオンとし
て、例えば、エチレン性不飽和結合を有するアンモニウム、イミダゾリウム、コリン、ス
ルホニウム、ピラゾリウム、ピリジニウム、ピロリジニウム、ホスホニウム等が挙げられ
る。対アニオンとしては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－等のハロゲンイオン又はＯＨ－、ＣＨ３

ＣＯＯ－、ＮＯ３
－、ＣｌＯ４

－、ＰＦ６
－、ＢＦ４

－、ＨＳＯ４
－、ＣＨ３ＳＯ３

－、
ＣＦ３ＳＯ３

－、ＣＨ３Ｃ６Ｈ６ＳＯ３
－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－

，ＳＣＮ－等の無機酸アニオン又は有機酸アニオンから選ばれる少なくとも１種のイオン
である。
【００２０】
　カチオン性単量体（Ｂ）が含有するエチレン性不飽和結合として、例えば、ビニル基、
アリル基、アクリロイル基等が挙げられる。また、活性エネルギー線による硬化性、他の
共重合できる単量体との共重合性がよい観点から、（メタ）アクリレート基と（メタ）ア
クリルアミド基がより好ましく、アクリレート基およびアクリルアミド基が硬化性に優れ
る点から更に好ましい。
【００２１】
　本発明に用いられるカチオン性単量体（Ｂ）は、下記一般式（３）で示される化合物（
式中、Ｙは酸素原子またはＮＨを表し、Ｒ４はエチレン基又はプロピレン基を表し、Ｘ-

はメチルスルホネート又はｐ－トルエンスルホネートを表す。）である場合、単量体（Ａ
）、多官能性不飽和化合物（Ｃ）や非反応性希釈剤（Ｄ）との相溶性が高く、優れる洗浄
性が提供できるため特に好ましい。
　
　ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＯ－Ｙ－Ｒ４－Ｎ＋（ＣＨ３）３ Ｘ－　　　　一般式(３)
【００２２】
　本発明におけるカチオン性単量体（Ｂ）の含有量は、活性エネルギー線硬化性樹脂組成
物（Ｈ）全体に対して１．０～２０．０質量％であることが好ましい。１．０質量％以上
である場合には、硬化後のサポート材の水等の洗浄液に対する膨潤性が良好となるため好
ましい。また、２０．０質量％以下である場合には、得られるサポート材の水等の洗浄液
に対する溶解率が低い値で抑えられるため好ましく、３．０～１５．０質量％であること
がより好ましい。
【００２３】
　多官能性不飽和化合物（Ｃ）は、エチレン性不飽和基を２個以上有する化合物であり、
具体例としては、２官能性化合物としては、アルキレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト類、ポリアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート類、ポリエステルジ（メタ）ア
クリレート類、ポリカーボネートジ（メタ）アクリレート類、ポリウレタンジ（メタ）ア
クリレート類、ポリウレタン（メタ）アクリルアミド類が挙げられ、また、３官能以上の
モノマーとしては、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
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ールテトラ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メ
タ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリ（メタ）アクリロイルオキシエトキシトリ
メチロールプロパン、グリセリンポリグリシジルエーテルポリ（メタ）アクリレート、イ
ソシアヌル酸エチレンオキサイド変性トリ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変
性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、コハク酸変性ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレートな
どが挙げられる。これらの多官能性不飽和化合物（Ｃ）は１種類単独で使用してもよいし
、また２種類以上併用してもよい。
【００２４】
　前記アルキレングリコールジ（メタ）アクリレート類としては、エチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグ
リコールジ（メタ）アクリレート、３-メチル－１，５－ペンタンジオールジ（メタ）ア
クリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオー
ルジ（メタ）アクリレート、２－ｎ－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオールジ
（メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ）アクリレート等が挙げ
られる。
【００２５】
　ポリアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート類としては、ジエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロレングリコールジ（メタ）アクリレート、
トリプロレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、ジ（ネオペンチルグリコール）ジ（メタ）アクリレート、トリ（ネオペンチ
ルグリコール）ジ（メタ）アクリレート、ポリ（ネオペンチルグリコール）ジ（メタ）ア
クリレート、ジ（３-メチル－１，５－ペンタンジオール）ジ（メタ）アクリレート、ト
リ（３-メチル－１，５－ペンタンジオール）ジ（メタ）アクリレート、ポリ（３-メチル
－１，５－ペンタンジオール）ジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールポリプ
ロピレングリコールジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００２６】
　ポリエステルジ（メタ）アクリレート類としては、分子中にポリエステル骨格を含む両
末端又は側鎖に水酸基を有するポリエステルポリオールと（メタ）アクリル酸がエステル
結合したものである。ポリエステル骨格は多価カルボン酸成分とジオール成分からなる共
重合体であり、多価カルボン酸成分として、テレフタル酸、イソフタル酸、コハク酸、ア
ジピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸などが挙げられ、また、ジオール成
分としては、エチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレン
グリコール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジ
オール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール
、１，９－ノナンジオール、ネオペンチルグリコール、２－エチル－２－ブチル－１，３
－プロパンジオール等が挙げられる。
【００２７】
　ポリカーボネートジ（メタ）アクリレート類としては、分子中にカーボネート骨格を含
む両末端又は側鎖に水酸基を有するポリカーボネートポリオールと（メタ）アクリル酸が
エステル結合したものである。ポリカーボネートポリオールのカルボニル成分としてホス
ゲン、クロロギ酸エステル、ジアルキルカーボネート、ジアリールカーボネート及びアル
キレンカーボネート等が挙げられ、ジオール成分としてはエチレングリコール、１，２－
プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，
５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノー



(9) JP 2017-78123 A 2017.4.27

10

20

30

40

50

ル、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，９－ノナンジオール、ネオペンチルグ
リコール、２－エチル－２－ブチル－１，３－プロパンジオール等が挙げられる。
【００２８】
　ポリウレタンジ（メタ）アクリレート類としては、分子中に２個以上の水酸基を有する
アルコール化合物と、１分子内に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネー
ト化合物と、水酸基を有する（メタ）アクレート化合物との付加反応で得られる化合物で
あり、合成方法は、特に限定することがなく、公知のウレタン化反応技術により合成する
ことができる。
【００２９】
　ポリウレタン（メタ）アクリルアミド類としては、分子中に２個以上の水酸基を有する
アルコール化合物と、１分子内に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネー
ト化合物と、水酸基を有する（メタ）アクリルアミド化合物との付加反応で得られる化合
物であり、合成方法は、特に限定することがなく、公知のウレタン化反応技術により合成
することができる。
【００３０】
　分子中に２個以上の水酸基を有するアルコール化合物は主鎖骨格の末端又は側鎖に１個
以上の水酸基を有するエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プ
ロピレングリコール、１，２－ブチレングリコール、１，３－ブチレングリコール、１，
４－ブチレングリコール、１，５－ペンタングリコール、２－メチル－１，３－プロピレ
ングリコール、２－メチル－１，４－ブチレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、
３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，９－ノナンジオール、ネオペンチルグリコ
ール、２－エチル－２－ブチル－１，３－プロパンジオール、グリセリン、ポリエチレン
グリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、ポリメチルペ
ンタングリコール、ポリヘキサメチレングリコール、ポリグリセリン、ポリブタジエンポ
リオール、水添ポリブタジエンポリオール、ポリイソプレンポリオール、水添ポリイソプ
レンポリオール、ポリエステルポリオール、ポリカーボネートポリオール等が挙げられる
。これらのポリオールは、１種を単独、又は２種以上を組み合わせて用いることができる
。
【００３１】
　１分子内に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネート化合物としては、
例えば、トリメチレンジイソシアネート、テトラメチレンジイソシアネート、ペンタメチ
レンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、１，２－プロピレンジイソシ
アネート、１，２－ブチレンジイソシアネート、２，３－ブチレンジイソンアネート、１
，３－ブチレンジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート等の脂肪族イソシアネー
ト類、１，３－フェニレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、２
，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、４，４′－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、２，４－ジフェニルメタンジイソシアネート、キシリレ
ンジイソシアネート等の芳香族イソシアネート類、シクロペンチレンジイソシアネート、
シクロヘキシレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、４，４'－ジシクロ
ヘキシルメタンジイソシアネート、メチルシクロヘキシレンジイソシアネート、２，５－
ノルボルナンジイソシアネート、２，６－ノルボルナンジイソシアネート等の脂環族イソ
シアネート類、又は、これらのアダクトタイプ、イソシアヌレートタイプ、ビュレットタ
イプ等の多量体が挙げられる。これらのポリイソシアネートは、１種を単独、又は２種以
上を組み合わせて用いることができる。
【００３２】
　本発明に用いられる水酸基を有する（メタ）アクリレート化合物としては、例えば、炭
素数が１～６のヒドロキシアルキル基を導入したヒドロキシアルキル（メタ）アクリレー
ト、４－ヒドロキシフェニル（メタ）アクリレート、炭素数が１～６のアルキレングリコ
ール基を導入したジアルキレングリコール（メタ）アクリレート、トリアルキレングリコ
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ール（メタ）アクリレート、ポリアルキレングリコール（メタ）アクリレート、グリセリ
ンモノ（メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００３３】
　本発明に用いられる水酸基を有する（メタ）アクリルアミド化合物としては、例えば、
炭素数が１～６のヒドロキシアルキル基を導入したＮ－ヒロドキシアルキル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ（ヒロドキシアルキル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキ
シアルキル－Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）（メタ）アクリルアミド、炭素数１～６の
アルキル基を導入したＮ－アルキル－Ｎ－ヒロドキシアルキル（メタ）アクリルアミド等
や、４－ヒドロキシフェニル基を導入したＮ－アルキル－Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル
）（メタ）アクリルアミド、４－ヒドロキシフェニル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－
ジ（４－ヒドロキシフェニル）（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
【００３４】
　多官能性不飽和化合物（Ｃ）は、エチレングリコール構造を有するエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート類、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート類や、エチ
レングリコール、ポリエチレングリコール等を用いたウレタン（メタ）アクリレート類及
びウレタン（メタ）アクリルアミド類であることが好ましい。これらの構造を有する多官
能性不飽和化合物（Ｃ）は、単量体（Ａ）や非反応性希釈剤（Ｄ）との相溶性が高い。ま
た、多官能性不飽和化合物（Ｃ）のエチレン性不飽和基としてアクリル基またはアクリル
アミド基を用いた場合、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の硬化性が良好である
ため、更に好ましい。
【００３５】
　多官能性不飽和化合物（Ｃ）の含有量は、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）全
体に対して０．５～１０．０質量％である。０．５質量％以上である場合には、活性エネ
ルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）を活性エネルギー線照射により重合して得られるサポー
ト材の引張強度、硬度、弾性等が良く、かつ、非反応性希釈剤（Ｄ）のブリードアウトが
抑制できるため好ましい。また、１０．０質量％以下である場合には、活性エネルギー線
硬化性樹脂組成物（Ｈ）の粘度が低く操作性が良好であり、洗浄液に対する膨潤性が大き
く、洗浄性が向上するため好ましく、１．０～５．０質量％であることがより好ましい。
【００３６】
　本発明で用いる非反応性希釈剤（Ｄ）としては、単量体（Ａ）、カチオン性単量体（Ｂ
）、多官能性不飽和化合物（Ｃ）と相溶し、反応せず、かつ非重合性のものであれば特に
限定されないが、炭素数２から４のアルキレン基、炭素数１から４のアルキル基等からな
るアルキレングリコール類、ポリアルキレングリコール類、アルキルアルキレングリコー
ル類、アルキルポリアルキレングリコール類、アルキルポリアルキレングリコールアセテ
ート類、カルボン酸エステル類、ケトン類、水、液状ポリオレフィン類、液状ポリオレフ
ィン誘導体、液状ポリエステル類、液状ポリカーボネート類、イオン性液体等が挙げられ
、これらの非反応性希釈は、１種を単独、又は２種以上を組み合わせて用いることができ
る。
【００３７】
　また、アルキレングリコール構造を有する化合物（Ａ）やイオン性を有するため親水性
の高いカチオン性単量体（Ｂ）との相溶性が高く、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（
Ｈ）を容易に調製でき、かつ硬化後のブリードアウトを抑制できる観点から、非反応性希
釈剤（Ｄ）としては、エチレングリコール構造を含む化合物であることがより好ましい。
具体的には、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコ
ール、ポリエチレングリコールや、炭素数１から４のアルキル基を含むエチレングリコー
ルモノアルキルエーテル、ジエチレングリコールモノアルキルエーテル、トリエチレング
リコールモノアルキルエーテル、ポリエチレングリコールモノアルキルエーテル、エチレ
ングリコールジアルキルエーテル、ジエチレングリコールジアルキルエーテル、トリエチ
レングリコールジアルキルエーテル、ポリエチレングリコールジアルキルエーテル、エチ
レングリコールモノアルキルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノアルキルエ
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ーテルアセテート、トリエチレングリコールモノアルキルエーテルアセテート、ポリエチ
レングリコールモノアルキルエーテルアセテート等が挙げられる。
【００３８】
　本発明で用いる非反応性希釈剤（Ｄ）の含有量は、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物
（Ｈ）全体に対して３０．０～８０．０質量％である。３０．０質量％以上である場合に
は、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の粘度が低く、操作性が良好であり、硬化
して得られるサポート材の硬化収縮率が低く、立体造形物を精度良く製造できるため好ま
しい。また、８０質量％以下である場合には、活性エネルギー線により重合して得られる
硬化物の引張強度、硬度、弾性等が十分に満足でき、非反応性希釈剤（Ｄ）がブリードア
ウトせず、膨潤率が大きく維持できるため好ましい。４５．０～７０．０質量％であるこ
とがより好ましい。
【００３９】
　本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）は活性エネルギー線照射により硬化
するが、本発明の活性エネルギー線とは、電磁波または荷電粒子線の中でエネルギー量子
を有するもの、すなわち、可視光、電子線、紫外線、赤外線、Ｘ線、α線、β線、γ線等
の光エネルギー線などを指す。例えば、高圧水銀ランプ、ハロゲンランプ、キセノンラン
プ、メタルハライドランプ、ＬＥＤランプ、電子線加速装置、放射性元素などの線源が挙
げられる。活性エネルギー線源として電子線を用いた場合は、通常、光開始剤を含有する
必要はないが、その他の活性エネルギー線源を用いた場合は、光重合開始剤（Ｅ）を添加
することが好ましい。照射する活性エネルギー線としては、活性エネルギー線硬化性樹脂
組成物（Ｈ）の保存安定性と硬化速度および有害性の低さから紫外線が好ましい。
【００４０】
　本発明で用いる光重合開始剤（Ｅ）としては、アセトフェノン系、ベンゾイン系、ベン
ゾフェノン系、αアミノケトン系、キサントン系、アントラキノン系、アシルフォスフィ
ンオキサイド系、高分子光開始剤系等の通常のものから適宜選択すればよい。例えば、ア
セトフェノン類としては、ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジ
フェニルエタン－１－オン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－
オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－
オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）
ケトン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１－（４－メチル
チオフェニル）－２－モルホリノプロパン－１、ベンゾイン類としては、ベンゾイン、α
－メチルベンゾイン、α－フェニルベンゾイン、α－アリルベンゾイン、α－ベンゾイル
ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプ
ロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンジルジメチルケタール、ベンゾフ
ェノン類としては、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、
αアミノケトン類としては、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－（４－
モルホリニル）－１－プロパノン、２－ベンジル－２－（ジメチルアミノ）－１－（４－
（４－モルホリニル）フェニル）－１－ブタノン、２－（ジメチルアミノ）－２－（４－
メチルフェニル）メチル－１－（４－（４－モルホリニル）フェニル）－１－ブタノン、
キサントン類としては、キサントン、チオキサントン、アントラキノン類としては、アン
トラキノン、２－メチルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、アシルフォスフィ
ンオキサイド類としては、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルフォス
フィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオキ
サイド、高分子光開始剤としては、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－（４－（１－メチ
ルビニル）フェニル）プロパン－１－オンのポリマーなどが挙げられる。これらの光重合
開始剤は１種又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４１】
　電子線以外の活性エネルギー線源を用いた場合、光重合開始剤（Ｅ）の含有量は、活性
エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）全体に対して０．１～５．０質量％が好ましい。０
．１質量％以上である場合には、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）を活性エネル



(12) JP 2017-78123 A 2017.4.27

10

20

30

40

50

ギー線照射により十分に重合反応を起こし、得られるモデル材中の残存モノマー量が少な
く、硬化物の引張強度、弾性等が良好となるため好ましく、５．０質量％以下である場合
には、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）のポットライフが長く、保管中のゲル化
などのトラブルの発生を抑制しやすくなるため好ましい。さらに、０．５～３．０質量％
がより好ましい。
【００４２】
　活性エネルギー線照射量（積算光量）は、特に制限するものではなく、活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物（Ｈ）に用いられる単量体（Ａ）、カチオン性単量体（Ｂ）、多官能
性不飽和化合物（Ｃ）、および光重合開始剤（Ｅ）の種類と使用量によって変動するもの
であるが、５０～２０００ｍＪ／ｃｍ２であることが好ましい。積算光量が５０ｍＪ／ｃ
ｍ２以上であると、十分な硬化が進行し、硬化物の引張強度、弾性等が良好であり、また
、積算光量が２０００ｍＪ／ｃｍ２以下であると、活性エネルギー線の照射時間が短く、
付加製造における生産性向上につながり、得られる成形品の経時的着色が生じにくく、１
００～１０００ｍＪ／ｃｍ２であることがより好ましい。
【００４３】
　本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）は、上記単量体（Ａ）、カチオン性
単量体（Ｂ）、多官能性不飽和化合物（Ｃ）以外に、エチレン性不飽和化合物（Ｆ）をさ
らに使用することができる。エチレン性不飽和化合物（Ｆ）としては単官能の（メタ）ア
クリレート、単官能の（メタ）アクリルアミドやビニル化合物であり、これらのエチレン
性不飽和化合物（Ｆ）は１種類単独で使用してもよいし、また２種類以上併用してもよい
。エチレン性不飽和化合物（Ｆ）の添加量は、本発明による活性エネルギー線硬化性樹脂
組成物が発現する特性に悪影響を与えない程度であれば特に限定されず、活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物全体に対して１０質量％以下の範囲が好ましい。
【００４４】
　前記の単官能（メタ）アクリレートは、例えば、炭素数が１～２２の直鎖、分岐、環状
のアルキル基を導入したアルキル（メタ）アクリレート、炭素数が４～９のヒドロキシア
ルキル（メタ）アクリレート、炭素数が１～４のアルキル基と炭素数４～９のアルキレン
グリコール基からなる官能基を導入したアルコキシアルキレングリコール（メタ）アクリ
レート、アルコキシジアルキレングリコール（メタ）アクリレート、アルコキシトリアル
キレングリコール（メタ）アクリレート、アルコキシポリアルキレングリコール（メタ）
アクリレートや、フェノキシ基と炭素数４～９のアルキレングリコール基からなる官能基
を導入したフェノキシアルキレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシジアルキ
レングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシトリアルキレングリコール（メタ）ア
クリレート、フェノキシポリアルキレングリコール（メタ）アクリレートや、ベンジル（
メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メ
タ）アクリレート、ジシクロペンタニルオキシエチル（メタ）アクリレート、ジシクロペ
ンテニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレート
、ボルニル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフ
ルフリル（メタ）アクリレート、２－メチル－２－アダマンチル（メタ）アクリレート、
アリル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００４５】
　前記の単官能（メタ）アクリルアミドは、例えば、炭素数が１～２２の直鎖、分岐、環
状のアルキル基を導入したＮ－アルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジアルキル（
メタ）アクリルアミド、炭素数が１～６のヒドロキシアルキル基を導入したＮ－ヒドロキ
シアルキル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ（ヒドロキシアルキル）（メタ）アクリ
ルアミド、炭素数が１～４のアルキル基と炭素数１～４のアルキレングリコール基からな
る官能基を導入したＮ－（アルコキシアルキレングリコール）（メタ）アクリルアミド、
Ｎ－（アルコキシポリアルキレングリコール）（メタ）アクリルアミドや（メタ）アクロ
イルモルホリン等が挙げられる。
【００４６】
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　前記のビニル化合物として、酢酸ビニル、メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテ
ル、スチレン、炭素数１～１８のアルキル基を導入したｐ－アルキルスチレン、Ｎ－ビニ
ルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニルオキサゾリン等が挙げられる。
【００４７】
　本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）は、必要に応じて各種添加剤（Ｇ）
を使用できる。添加剤としては、熱重合禁止剤、老化防止剤、酸化防止剤、紫外線増感剤
、防腐剤、リン酸エステル系およびその他の難燃剤、界面活性剤、湿潤分散材、帯電防止
剤、着色剤、可塑剤、表面潤滑剤、レベリング剤、軟化剤、顔料、有機フィラー、無機フ
ィラーなどが挙げられる。これら各種樹脂や添加剤の添加量は、本発明による活性エネル
ギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）が発現する特性に悪影響を与えない程度であれば特に限定
されず、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）全体に対して５質量％以下の範囲が好
ましい。
【００４８】
　熱重合禁止剤としては、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、２，６－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２，２，６，６，－テトラメチルピペリジン－
１－オキシル、４－ヒドロキシ－２，２，６，６，－テトラメチルピペリジン－１－オキ
シル、フェノチアジン、ピロガロール、β－ナフトールなどが挙げられる。
【００４９】
　老化防止剤としては、例えば、ブチル化ヒドロキシトルエン及びブチルヒドロキシアニ
ソール等のヒンダードフェノール系、ベンゾトリアゾール系、及びヒンダードアミン系の
化合物が挙げられる。
【００５０】
　界面活性剤としては、例えばノニルフェノールのポリエチレンオキサイド付加物、ラウ
リン酸ポリエチレンオキサイド付加物、ステアリン酸ポリエチレンオキサイド付加物等の
アルキレンオキサイド付加型非イオン界面活性剤、ソルビタンパルミチン酸モノエステル
、ソルビタンステアリン酸モノエステル、ソルビタンステアリン酸トリエステル等の多価
アルコール型非イオン界面活性剤、アセチレン系グリコール化合物型非イオン界面活性剤
、アセチレン系ポリアルキレングリコール化合物型非イオン界面活性剤、パーフルオロア
ルキルポリエチレンオキサイド付加物、パーフルオロアルキルカルボン酸塩、パーフルオ
ロアルキルベタイン等のフッ素含有界面活性剤、ポリエーテル変性シリコーンオイル、（
メタ）アクリレート変性シリコーンオイル等の変性シリコーンオイル、両性の高分子界面
活性剤（ビッグケミージャパン株式会社製、ＢＹＫＪＥＴ－９１５０、ＢＹＫＪＥＴ－９
１５１等）が挙げられる。
【００５１】
　本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の使用方法としては、活性エネルギ
ー線硬化性樹脂組成物を所定の形状パターンに形成すると同時に、または形成した直後、
活性エネルギー線を照射して硬化させる事が好ましく、光造型法による三次元造形に使用
することが好ましく、インクジェット方式により吐出し、活性エネルギー線照射により硬
化させる三次元光造型法に用いることがより好ましい。
【００５２】
　活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の安定吐出を行う観点から、液粘度は２５℃
において１～１００ｍＰａ・ｓが好ましく、吐出温度は２０～８０℃の範囲が好ましい。
吐出温度を高温に設定すると活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の液粘度が低下し
、高粘度の樹脂組成物を吐出できるが、熱による変性や重合が起こりやすくなる。そのた
め、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の２５℃の液粘度が８０ｍＰａ・ｓ以下、
７０℃より低温での吐出がより好ましい。活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の吐
出後の液滴の着弾時の広がりを小さく抑えるために、２５℃の液粘度は１０ｍＰａ・ｓ以
上がより好ましい。
【００５３】
　本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の活性エネルギー線照射による硬化
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物は三次元光造型法における造型時に造形物を支持するサポート材として用いることが好
ましい。
【００５４】
　光造型法による三次元造形により造形された直後の造形物は、造形物の中空部分などが
サポート材により支持された粗造形物として得られる。本発明の活性エネルギー線硬化性
樹脂組成物（Ｈ）を硬化して得られたサポート材に支持された粗造形物からのサポート材
の除去方法としては、ヘラ等で削り落とすことも、ウォータージェット等の物理的衝撃を
与えて取り除くこともできるが、粗造形物を洗浄液に浸漬することにより、サポート材が
洗浄液により膨潤し、立体造形物との膨潤率の差から内部応力が生じ、外力を加えること
なく立体造形物から剥離、除去する方法が造形物の破損の可能性が少なくなり、またサポ
ート材は洗浄液を吸収し、膨潤ゲルとなり洗浄液と二相分離するため、立体造形物の表面
は洗浄液に溶解したサポート材等の樹脂による汚染が認められず、仕上工程としては洗浄
液を揮発させることで除去すれば良く、工程を簡略化できるため好ましい。また膨潤した
サポート材は洗浄液と相分離しているため、ろ過により洗浄液から容易に分離回収でき、
環境負荷を減らす効果も期待できる。
【００５５】
　本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）のインクジェット方式による三次元
光造型は、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）の微小液滴をインク吐出ノズルから
所定の形状パターンを描画し、活性エネルギー線を照射して硬化薄膜を形成する方式が好
ましい。また、硬化薄膜上にさらに積層と硬化を繰り返して行うことにより、三次元の造
型物の支持体となるサポート材を取得できる。
【００５６】
　本発明の三次元光造形方法による立体造形物の製造において、本発明の活性エネルギー
線硬化性樹脂組成物（Ｈ）からなるサポート材に支持された造形物を得るために、モデル
材を用いるが、使用するモデル材は特に限定せず、光硬化性樹脂や熱溶融可能なワックス
が挙げられる。モデル材はサポート材となる活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ）と
同時にインクジェット方式による造型できる観点から、インクジェットで吐出可能な物性
の光硬化性樹脂が好ましい。
【００５７】
　モデル材として使用される光硬化性樹脂として、例えばキーエンス社製３Ｄプリンター
、ＡＧＬＩＳＴＡシリーズで使用されるモデル材ＡＲ－Ｍ２やＡＲ－Ｈ１等（株式会社キ
ーエンス製）、ストラタシス社製３Ｄプリンター、Ｏｂｊｅｔシリーズで使用されるモデ
ル材Ｖｅｒｏ Ｃｌｅａｒ、Ｔａｎｇｏ Ｐｌｕｓ、デジタルＡＢＳ等（Ｓｔｒａｔａｓｙ
ｓ　Ｌｔｄ．製）、３Ｄシステムス社製３Ｄプリンター、Ｐｒｏｊｅｔシリーズで使用さ
れるモデル材ＶｉｓｉＪＥＴ等（３ＤＳｙｓｔｅｍｓ製）等が挙げられるが、特に限定さ
れない。
【００５８】
　モデル材として使用される熱溶融可能なワックスや樹脂として、例えばパラフィンワッ
クス、マイクロクリスタリンワックス、カルバナワックス、エステルワックス、アミドワ
ックス等のワックス類、ポリエチレングリコール、低融点結晶性ポリエステル樹脂等のポ
リマー類が挙げられるが、特に限定されない。
【００５９】
　本発明のサポート材の洗浄に用いる洗浄液としては、本発明の活性エネルギー線硬化性
樹脂組成物（Ｈ）を硬化させて得られたサポート材を膨潤させ、立体造形物が溶解しない
ことができれば特に制限は無いが、一般的な有機溶剤や水が挙げられる。一般的な有機溶
剤として、芳香族炭化水素類、脂肪族炭化水素類、アルコール類、ケトン類、アルキレン
グリコール類、ポリアルキレングリコール類、グリコールエーテル類、グリコールエステ
ル類、カルボン酸エステル類等が挙げられる。これらの洗浄液は、１種を単独、又は２種
以上を組み合わせて用いることができる。立体造形物を溶解しない事こと、また立体造形
物から剥離したサポート材が洗浄液と分離し易いこと、さらに、安全性の面から、洗浄液
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は水もしくはイソプロパノール、エタノールが好ましく、より溶解性が低く、安全性が高
い水が特に好ましい。
【００６０】
　サポート材の洗浄時間としては、２４時間以下が好ましく１０時間以下がより好ましい
。生産効率の点から洗浄時間が２４時間以下であれば、一日毎に洗浄サイクルを繰り返す
事ができて効率が良いため好ましく、１０時間以下であれば昼間に製造した造形物を夜間
に洗浄し、翌日には洗浄が完了できるためより効率よく生産可能なためより好ましい。
【００６１】
　サポート材の形状は立体造形物の形状を支持する様に設けられれば任意であるが、本発
明のサポート材は洗浄液に浸漬することで、外力を加えることなく除去可能な支持体とし
て得ることができ、粗造形物の任意の外表面に接して多数の支持体を設けることも可能で
ある。このように多数の支持体を設けることにより、自重による変形を防止するだけでな
く、造形終了部分に対して光を遮蔽する効果があり、過剰な活性エネルギー線照射による
粗造形物の劣化を防止することもできる。
【実施例】
【００６２】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれらの
実施例に限定されるものではない。また、以下において「部」及び「％」は特記しない限
りすべて質量基準である。
【００６３】
製造例１　多官能性不飽和化合物（Ｃ－４）の製造
　攪拌機、温度計、還流冷却器を備えた３００ｍＬセパラフラスコに水酸基価３７４ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、数平均分子量３００の末端水酸基を有するポリエチレングリコール４３．５
０ｇ、重合禁止剤としてメチルハイドロキノン０．３０ｇを添加し、そこにポリイソシア
ネートとしてトリレンジイソシアネート３７．８２ｇを添加し、窒素雰囲気中で攪拌しな
がら、６０℃で３時間反応させた。更に、この反応物にＮ－（２－ヒドロキシエチル）ア
クリルアミド１８．３７ｇ、および触媒としてジブチルスズジラウレート０．０２ｇを添
加し、６０℃で３時間反応して、ＩＲ測定で２２３０ｃｍ－１のイソシアネート基の吸収
ピークが消失したことを確認した。その後、反応容器を冷却し、数平均分子量１，３００
の多官能性不飽和化合物（Ｃ－４）（ＰＥＧ３００／ＴＤＩ／ＨＥＡＡ）を得た。数平均
分子量は、高速液体クロマトグラフィー（株式会社島津製作所製のＬＣ－１０Ａを用いて
、カラムはＳｈｏｄｅｘ ＧＰＣ ＫＦ－８０６Ｌ（排除限界分子量：２×１０7、分離範
囲：１００～２×１０７、理論段数：１０，０００段／本、充填剤材質：スチレン－ジビ
ニルベンゼン共重合体、充填剤粒径：１０μｍ）、溶離液としてテトラヒドロフランを使
用した。）により測定し、標準ポリスチレン分子量換算により算出した。
【００６４】
実施例１　実施例用の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ－１）の調製
　メトキシポリエチレングリコールメタクリレート（ブレンマーＰＭＥ４０００（ポリエ
チレングリコールの平均重合度９０）：日油株式会社製）（Ａ－１）５．０質量部、ポリ
エチレングリコールアクリレート（ブレンマーＡＥ２００（ポリエチレングリコールの平
均重合度４．５）：日油株式会社製）（Ａ－２）５５．０質量部、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチ
ルアンモニウムエチルメタクリレート塩酸塩（Ｂ－１）１.０質量部、トリメチロールプ
ロパントリアクリレート（ＮＫエステルＡ－ＴＭＰＴ：新中村化学工業株式会社製）（Ｃ
－１）０．５質量部、トリプロピレングリコールモノメチルエーテル（Ｄ－１）３３．５
質量部、ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４（１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン：ＢＡ
ＳＦジャパン株式会社製）（Ｅ－１）５．０質量部をそれぞれ容器に仕込み、２５℃で１
時間攪拌することにより、均一透明な実施例１の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ
－１）を得た。
【００６５】
実施例２～８　実施例用の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ－２）～（Ｈ－８）の
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調製
　表１に示す組成で、実施例１と同様の操作を行うことにより、実施例２～８に相当する
活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｈ－２）～（Ｈ－８）を得た。
【００６６】
比較例１～８　比較例用の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｉ－１）～（Ｉ－８）の
調製
　表１に示す組成で、実施例１と同様の操作を行うことにより、比較例１～８に相当する
活性エネルギー線硬化性樹脂組成物（Ｉ－１）～（Ｉ－８）を得た。ここにおいて、比較
例７は特許文献８（特開２０１０－１５５８８９号公報）に記載の実施例９を、比較例８
は特許文献９（特開２０１２－１１１２２６号公報）に記載の実施例２－８を参考にした
。
【００６７】
表１

【００６８】
表１中の略号の説明
Ａ：単量体
Ａ－１：メトキシポリエチレングリコールモノメタクリレート（ブレンマーＰＭＥ４００
０（ポリエチレングリコールの平均重合度９０）；日油株式会社製）
Ａ－２：ポリエチレングリコールモノアクリレート（ブレンマーＡＥ２００（ポリエチレ
ングリコールの平均重合度４．５）；日油株式会社製）
Ａ－３：ステアロキシポリエチレングリコールモノメタクリレート（ブレンマーＰＳＥ１
３００（ポリエチレングリコールの平均重合度３０）；日油株式会社製）
Ａ－４：エトキシジエチレングリコールモノアクリレート（ライトアクリレートＥＣ－Ａ
；共栄社化学株式会社製）
Ａ－５： トリプロピレングリコールモノアクリレート（ブレンマーＡＰ１５０；日油株
式会社製）
Ａ－６：メトキシポリエチレングリコールモノアクリレート（ブレンマーＡＭＥ４００（
ポリエチレングリコールの平均重合度９）；日油株式会社製）
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Ａ－７：ノニルフェノキシテトラエチレングリコールモノアクリレート（ライトアクリレ
ートＮＰ－４ＥＡ；共栄社化学株式会社製）
Ａ－８：メトキシトリエチレングリコールモノアクリレート（ライトアクリレートＭＴＧ
－Ａ；共栄社化学株式会社製）
Ｂ：カチオン性単量体
Ｂ－１：Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムエチルメタクリレート塩酸塩
Ｂ－２：Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムプロピルアクリルアミド塩酸塩
Ｂ－３：Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムエチルアクリレートメタンスルホン酸塩
Ｂ－４：Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムプロピルアクリルアミドｐ－トルエンスル
ホン酸塩
Ｃ：多官能性不飽和化合物
Ｃ－１：トリメチロールプロパントリアクリレート（ＮＫエステルＡ－ＴＭＰＴ；新中村
化学工業株式会社製）
Ｃ－２：トリシクロデカンジメタノールジアクリレート（ＮＫエステルＡ－ＤＣＰ；新中
村化学工業株式会社製）
Ｃ－３：１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ＮＫエステルＡ－ＨＤ－Ｎ；新中村
化学工業株式会社製）
Ｃ－４：製造例１の数平均分子量１，３００のＰＥＧ３００／ＴＤＩ／ＨＥＡＡ
Ｃ－５：数平均分子量７００のポリエチレングリコールジアクリレート（ＮＫエステルＡ
－６００（ポリエチレングリコールの平均重合度１４）；新中村化学工業株式会社製）
Ｃ－６：ポリプロピレングリコールジアクリレート（ＮＫエステルＡＰＧ－７００（ポリ
プロピレングリコールの平均重合度１２）；新中村化学工業株式会社製）
Ｃ－７：分子量１，１００のポリエチレングリコールジアクリレート（ＮＫエステルＡ－
１０００（ポリエチレングリコールの平均重合度２３）；新中村化学工業株式会社製）
Ｄ：非反応性希釈剤
Ｄ－１：トリプロピレングリコールモノメチルエーテル
Ｄ－２：１，２－プロピレングリコール
Ｄ－３：数平均分子量４００の１，２－ポリプロピレングリコール（ユニオールＤ４００
；日油株式会社社製）
Ｄ－４：ジエチレングリコール
Ｄ－５：イオン交換水
Ｄ－６：エチレングリコール
Ｄ－７：数平均分子量２００のポリエチレングリコール（ＰＥＧ２００；東邦化学工業株
式会社社製）
Ｄ－８：ジエチレングリコールエチルエーテルアセテート
Ｄ－９：ジエチレングリコールエチルエーテル
Ｅ：光開始剤
Ｅ－１：１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４；ＢＡ
ＳＦジャパン株式会社製）
Ｅ－２：２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオキサイド（Ｉ
ＲＧＡＣＵＲＥ-ＴＰＯ；ＢＡＳＦジャパン株式会社製）
Ｆ：（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）以外のエチレン性不飽和化合物
Ｆ－１：Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミド（「ＨＥＡＡ」；ＫＪケミカルズ
株式会社製）
Ｆ－２：Ｎ－アクロイルモルホロリン（「ＡＣＭＯ」；ＫＪケミカルズ株式会社製）
Ｆ－３：４－ヒドロキシブチルアクリレート
Ｇ：添加剤
Ｇ－１：サーフィノール４４０（エアープロダクツジャパン社製）
Ｇ－２：２，４－ジフェニル－４－メチル－ペンテン
【００６９】
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　実施例１～８および比較例１～８で得られたサポート材形成用の活性エネルギー線硬化
性樹脂組成物（Ｈ－１）～（Ｈ－８）、（Ｉ－１）～（Ｉ－８）を用いた評価を以下の方
法で実施し、結果を表２に示す。
【００７０】
粘度測定
　コーンプレート型粘度計（装置名：ＲＥ５５０型粘度計　東機産業株式会社製）を使用
し、ＪＩＳ Ｋ５６００－２－３に準じて、２５℃にて、各実施例と比較例で得られた活
性エネルギー線硬化性樹脂組成物の粘度を測定した。
【００７１】
硬化性
　水平に設置したガラス板上に厚さ７５μｍの重剥離ＰＥＴフィルム（東洋紡株式会社製
、ポリエステルフィルムＥ７００１）（処理面を表に）を密着させ、バーコーターにて各
実施例と比較例で得られた活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を５０μｍの厚みに塗布し
、空気下にて紫外線を照射（装置：アイグラフィックス製、インバーター式コンベア装置
ＥＣＳ－４０１１ＧＸ、メタルハライドランプ：アイグラフィックス製Ｍ０４－Ｌ４１、
紫外線照度３００ｍＷ／ｃｍ２、１パスでの積算光量２００ｍＪ／ｃｍ２）し、活性エネ
ルギー線硬化性樹脂組成物の硬化に必要な積算光量を測定した。またここで記載する硬化
とは塗膜の表面がベタ付かなくなる状態とする。
【００７２】
耐ブリードアウト性
　水平に設置したガラス板上に厚さ７５μｍの重剥離ＰＥＴフィルム（東洋紡株式会社製
、ポリエステルフィルムＥ７００１）を密着させ、厚さ１ｍｍ、内部が５０ｍｍ×２０ｍ
ｍのスペーサーを設置し、スペーサーの内側に各実施例と比較例で得られた活性エネルギ
ー線硬化性樹脂組成物を充填した後、更にその上に厚さ５０μｍの軽剥離ＰＥＴフィルム
（東洋紡株式会社製、ポリエステルフィルムＥ７００２）を重ね、紫外線を照射（装置：
アイグラフィックス製、インバーター式コンベア装置ＥＣＳ－４０１１ＧＸ、メタルハラ
イドランプ：アイグラフィックス製Ｍ０４－Ｌ４１、紫外線照度３００ｍＷ／ｃｍ２、１
パスでの積算光量２００ｍＪ／ｃｍ２）し、活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を硬化さ
せた。また紫外線を照射する積算光量は上記硬化性評価で得られた積算光量とした。その
後、両側の剥離ＰＥＴフィルムを取り除いて作成した硬化物を試験片として用い、２５℃
、５０％ＲＨに設定した恒温恒湿槽中に１６８時間静置し、静置前後の試験片表面を目視
により評価を行った。
○：静置前、静置後共にブリードアウトが認められない
△：静置前にブリードアウトが見られないが、静置後にブリードアウトが若干認められる
×：静置前にブリードアウトが若干認められ、静置後にブリードアウトが激しく認められ
る
××：硬化物が粘稠な液体
【００７３】
膨潤性
　サポート材の膨潤率は下記の計算式から求められる。５０ｍｍ×２０ｍｍ×１ｍｍの長
方形のサポート材を用いて、２５℃の洗浄液に２４時間浸漬し、浸漬前後のサポート材の
長辺の長さから膨潤率を算出する。
 　膨潤率（％）＝（浸漬後の硬化物の長さ－浸漬前の硬化物の長さ）／浸漬前の硬化物
の長さ×１００
　なお、洗浄液としてはイオン交換水を使用した。
【００７４】
サポート材の除去性　
　水平に設置した厚さ１ｍｍのＰＭＭＡ板に厚さ１ｍｍ、内部が５０ｍｍ×２０ｍｍのス
ペーサーを設置し、スペーサーの内側に各実施例と比較例で得られた活性エネルギー線硬
化性樹脂組成物（Ｈ）を充填した後、紫外線を照射（装置：アイグラフィックス製、イン
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バーター式コンベア装置ＥＣＳ－４０１１ＧＸ、メタルハライドランプ：アイグラフィッ
クス製Ｍ０４－Ｌ４１、紫外線照度３００ｍＷ／ｃｍ２、１パスでの積算光量２００ｍＪ
／ｃｍ２）し、サポート材を得た。また紫外線を照射する積算光量は上記硬化性評価で得
られた積算光量とした。その後、得られたＰＭＭＡ板上のサポート材を洗浄液に浸漬し、
ＰＭＭＡ板上からサポート材が自然に剥離するまでの時間と剥離状態を確認し、下記の評
価方法により評価した。なお、洗浄液としてはイオン交換水を使用した。
○：サポート材がすべて除去（ＰＭＭＡ板表面にザラツキ、べた付き等も無い状態）
○△：サポート材はほぼ除去（ＰＭＭＡ板表面にザラツキ、べた付き等がわずかにあるが
、水流で洗浄可能な状態）
△：サポート材は大部分除去（ＰＭＭＡ表面にザラツキ、べた付き等の残留があり、水流
では洗浄不可な状態）
△×：サポート材は一部除去（ＰＭＭＡ表面にサポート材の残留が多量にある状態）
×：サポート材は除去されていない状態
【００７５】
表２

【００７６】
　表２の結果から明らかなように、得られた実施例１～８の活性エネルギー線硬化性樹脂
組成物（Ｈ）は、２５℃において１００ｍＰａ・ｓ以下の粘度を有し、操作性に優れる。
また、積算光量２０００ｍＪ／ｃｍ２以下で硬化可能であり、優れた硬化性を示した。さ
らに、ＵＶ照射により得られた硬化物からの非反応性希釈剤のブリードアウトが確認され
ず、支持体として好適に使用でき、またイオン交換水を洗浄液とした場合、ＰＭＭＡ板か
らいずれも２４時間以内に剥離し、良好な洗浄性を示したことから、実施例は光造型法に
よる三次元造形での良好なサポート材として用いることができる。一方、単量体（Ａ）を
使用せず、代わりにヒドロキシブチルアクリレートを使用した比較例１、単量体（Ａ）を
過剰に使用した比較例２、単量体（Ａ）およびカチオン性単量体（Ｂ）を使用していない
特許文献９（特開２０１０－１５５８８９号公報）記載の実施例９に相当する本発明の比
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較例７では、イオン交換水に浸漬してもサポート材の膨潤はほとんど見られず、サポート
材の除去にはヘラ等で削り取るなどの工程が必要な状態であった。またカチオン性単量体
（Ｂ）を使用していない比較例３や多官能性化合物（Ｃ）を過剰に使用した比較例４は液
状樹脂の粘度は低く、操作性は良好であり、ブリードアウトも低かったが、洗浄水に浸漬
した際のも膨潤性が低く、ＰＭＭＡ板からの剥離にかかる時間が４８時間と長く、またＰ
ＭＭＡ板への残留物が多く、サポート材除去性の低いものであった。多官能性化合物（Ｃ
）を使用していない比較例５やカチオン性単量体（Ｂ）を過剰に使用した比較例６では、
積算光量５０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射しても、粘稠な液体の状態であり、硬化物
は造形物を支持するサポート材としては使用できない状態であった。特許文献１０（特開
２０１２－１１１２２６号公報）記載の実施例２－８に相当する本発明の比較例８では活
性エネルギー線硬化性樹脂組成物の粘度は低く、操作性は良好であったが、得られた硬化
物が十分な架橋構造を形成できず、ポリプロピレングリコールのブリードアウトが多量に
見られた。また、サポート材除去後、ＰＭＭＡ板表面に黄色油状の残渣がみられ、水洗で
は完全に除去できず、アルコールなどの有機溶剤でふき取る必要があった。比較例５、６
、８についてはサポート材除去後、洗浄液は白濁し、サポート材の回収は不可能であった
。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
　以上説明してきたように、本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物は付加製造用の
サポート材を形成するために好適に用いることができる。また活性エネルギー線硬化性樹
脂組成物は粘度が低く、操作性に優れるためインクジェットによる付加製造にも用いる事
が出来る。更に立体造形物が本発明のサポート材により支持された状態の粗造形物を洗浄
液に浸漬した場合、サポート材を膨潤ゲルとして容易に剥離することができ、洗浄液にサ
ポート材が溶解することが無いため、造形物の表面汚染が無く、油脂分等の洗浄工程や拭
き取りの仕上げ工程が不要である。この様に本発明のサポート材は優れた洗浄性を発揮し
、また剥離したサポート材が洗浄液と二相分離するため、デカンテーションやろ過により
洗浄液からのサポート材の分離、回収が容易となり、環境負荷を減らす効果も期待できる
。
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